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長野市公共施設マネジメント推進課

1今後の公共施設マネジメントの進め方について
令和４(2022)年12月22日

公共施設適正化検討委員会 資料１

これまでの公共施設マネジメン
トの考え方

 公共施設の総延床面積を20年間で

20％縮減

 計画的な保全による長寿命化の推進

 建物の状態や利用状況を踏まえ、

ニーズが高い施設はできるだけ長く

使い続ける

 長寿命化対策後に来る建替えの山を

見据えた長寿命化と建替え

これからの考え方
～もう一歩先を見据えたマネジメント～
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◆100年間（2021～2120）の改修・建替え等費用推計

建替え 改修 解体 建替え(オリンピック施設) 1年あたり費用１年当たり費用（平均）

ビッグハット
ホワイトリング（サブ
アリーナ） アクアウィング

若里市民文化ホール

（億円） （改修割合）

▼ 102.6億円／年

ホワイトリング
（メインアリーナ）

▼ 151.9億円／年

10

20

30

40

（万人）

▼ 約37.1万人

▼ 約27.0万人

Mウェーブ
南長野運動公園
（オリスタ、体育館プール）

社人研推計準拠
※長野市人口ビジョン（改訂版）

0% 50% 100% 0%         50%       100%

改修 ／ 建替え 将来像
2021

2120

88            12

88            12

20            80

33            67

87            13
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施 設 の 利 用

少ない 多い

建
物
の
状
態

劣化が
進んでいない

より多く利用してもらう
方法、他の用途への転用

できるだけ長く使っていく

劣化が
進んでいる

建替えていくことは
難しい

財源を確保しながら
改修しつつ残していく

◆建物の状態と施設の利用から見た今後の方向性

◆財源捻出のためには、利用者の皆さんの協力が必要
（例）施設を大切に使い修繕コストを減らす、維持管理費の利用者の一部負担など
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◆部局毎に分かれている同種施設の共用化

◆社会体育館

◆公民館体育館

◆勤労者関係体育館

◆大規模体育館

◆公民館体育館
（家庭・地域学びの課）
→公民館へ申し込み

◆勤労者関係体育館
（商工労働課）

→施設予約システム＋直接

◆学校体育館
（教委総務課・
学校教育課）

※学校施設開放
→学校へ申し込み

◆大規模体育館
（スポーツ課）

→施設予約システム

◆社会体育館
（スポーツ課）

→施設予約システム

◆同種の施設があるが、利用条件
や予約方法が異なり、使い勝手が
悪い、分かりにくい
◆設置目的によって使えない場合
がある

できるだけ年齢や種目などの制限
をはずして、多くの方が幅広く
同種施設を活用できるよう共用化
していく

目指すところ

学校体育館

+

◆情報の一元化、共用の徹底
…施設予約システムへの組込
◆利用の平準化
…利用者間の調整による偏りの
ない利用など

手段・手法現状
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B C D E体
育
館

A

F

◆体育館の利用について今後目指すところ

現 状

目指すところ

利用状況を平準化するため
様々な用途に利用できる

ようにする

施設ごとの利用制限や
条件がある（登録団体のみ
利用可、年齢制限有等）

体
育
館

A

B C D E F

利用状況

市街地エリアは
利用集中

用途

B C D EA F

体育館

10 7
4

13

9

5

8 8 8 888
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施 設 の 利 用

少ない 多い

建
物
の
状
態

劣化が
進んでいない

C
より多く利用して
もらう方法、他の用途
への転用

A
できるだけ

長く使っていく

劣化が
進んでいる

D
建替えていくことは

難しい

B
財源を確保しながら
改修しつつ残していく

◆建物の状態・施設の利用と財源の関係

①+②＋③＋④＝
建替え等財源の確保

①
長く使
うこと
で生み
出した
財源A、Bの不足の補完

③
改修を
抑える
ことで
生み
出した
財源

④
他への
転用に
よる
新たな
体育館
の確保

②維持管理費の利用者負担

建替えが
必要な状態
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◆一層の長寿命化による建替え（更新）財源のイメージ

100年

80年

60年

建設費10億円＋改修費等2億円

60年

１施設のライフサイクルコスト ※金額は全て仮定です。

60年

80年

①建設費10億円＋改修費等２億円÷60年

＝２000万円/年

②建設費10億円＋改修費等2億円

＋長寿命化2億円÷80年

＝1750万円/年（①と比べ△12.5％）

③建設費10億円＋改修費等2億円

＋長寿命化２億円÷100年

＝1400万円/年（①と比べ△30％）

＋長寿命化２億円

＋長寿命化２億円

①60年で建替え

②長寿命化により80年で建替え

③一層の長寿命化により100年で建替え

建設費10億円＋改修費等２億円

建設費10億円＋改修費等２億円





9表１ 公共施設の性質の見え方

選択的

民間参入可能性大

民間参入可能性小

義務的

温泉宿泊施設
（松代荘等）

ホワイトリング
（ｽﾎﾟｰﾂｱﾘｰﾅ）

社会体育館

障害児支援施設保育施設

消防署・
ごみ処理
施設・市役
所本庁舎小中学校

勤労青少年ﾎｰﾑ・
ｻﾝﾗｲﾌながの・

しなのき(ﾎｰﾙ以外）

AC

BD

ｽｷｰ・ｷｬﾝﾌﾟ場

保健所

駐車場

老人憩の家（浴場）

生涯学習
ｾﾝﾀｰ（貸室）

人権同和
教育集会所

高等学校

教職員住宅

市立公民館 隣保館

社会教育・生涯
学習・勤労・
文化芸術関係

保健福祉関係

行政施設関係

学校関係

その他

凡例

※民間等参入施設
は色塗

※集会所・ホール
機能を有する施
設は斜線

もんぜんぷら座

産業振興施設
（農業・地域振興関係）

その他
住宅

（特公賃・
定住等）

芸術館・
文化ﾎｰﾙ

老人福祉ｾﾝﾀｰ

ｴﾑｳｪｰﾌﾞ、
ﾋﾞｯｸﾞﾊｯﾄ

長野U
ｽﾀｼﾞｱﾑ

児童館・
児童ｾﾝﾀｰ

総合体育館
（東和田）

浄水場・
下水処理場

（地域公民館）

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ
ｽﾀｼﾞｱﾑ

母子生活支援施設

A1

A1…市民の生命、安
全、危機対応に関する

施設
（必置施設）

B1…水道など市民生活
における基盤施設

（地方公営企業法適用）

D1

B2

B2…主に特定の状況
に置かれている市民
に対し提供する社会
福祉法第一種・二種
事業関係施設

C2…市が政策的に設
置し、個人等が選択的
に利用する施設だが、
市内事業者では提供で
きる可能性が低い施設

B1

市営住宅

C2

C1
交流ｾﾝﾀｰ

D2

D1.D2…市が政策的に設置
し、個人等が選択的に利用す
る施設で、市内事業者でも類
似施設により提供している施

設

C1…主に社会教育
目的で設置し、地域
での活用を想定し
ている施設

R4.7.26 公共施設適正化検討委員会 資料２
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分類 施設の主な性質 市の責任から見たストックの考え方
設置
優先度

A
（義務的・
民間不参入）

〇セーフティーネットの役割をもつ施設

〇住民に対し、公共として税負担により提供する責任
を負うもの

市として主に設置義務を負うものであり、目的実
現のために必要な量を確保

B
（義務的・
民間参入）

〇セーフティーネットの役割をもつ施設

〇民間事業者や公共団体が費用負担を求めつつ提供
するもの

民間等でカバーできない分野については、必要に
応じて市が確保

C
（選択的・
民間不参入）

〇個人の嗜好により選択されるサービスで、市場性が
見込めず、民間事業者が参入する可能性が低い施設

民間の参入状況や市民ニーズ、地域特性などを踏
まえ、必要な量を判断して確保

D
（選択的・
民間参入）

〇個人の嗜好により選択されるサービスで、民間事業
者での提供が想定される市場性のある施設

基本的に民間での提供を前提とし、最小限の量に
留める

◆公共施設の性質別分類、今後のストックの考え方

大

小

R4.7.26 公共施設適正化検討委員会 資料２



11◆【参考】社会体育館、大規模体育館の稼働率と建築年数・残年数

建築年数

残年数

※長沼体育館（H3築）
は被災により復旧工
事を実施し、改修完了

施設名称 対策方針 備考
（社会体育館）

松代体育館 94.2% 長寿命化

三輪体育館 93.9% 集約・複合化 旧耐震

篠ノ井体育館 92.6% 集約・複合化 旧耐震

川中島体育館 91.3% 長寿命化

芹田体育館 90.0% 集約・複合化 旧耐震

安茂里体育館 90.0% 集約・複合化 旧耐震

大豆島体育館 89.9% 長寿命化

朝陽体育館 84.6% 長寿命化

小松原体育館 82.8% 長寿命化

裾花体育館 82.3% 長寿命化

更北体育館 81.6% 長寿命化

浅川体育館 81.0% 長寿命化

川合新田体育館 78.0% 長寿命化

古牧体育館 77.6% 長寿命化

若穂体育館 76.0% 長寿命化

古里体育館 75.7% 長寿命化

信更体育館 74.8% 事後保全

豊野体育館 74.6% 長寿命化

柳原体育館 70.6% 長寿命化

塩崎体育館 68.8% 長寿命化

信州新町体育館 53.1% 長寿命化

稼働率50％

芋井体育館 48.0% 事後保全

七二会体育館 44.4% 事後保全

大岡体育館 35.5% 事後保全

戸隠体育館 30.5% 事後保全 旧耐震

中条体育館 25.7% 事後保全

両京健康スポーツセンター 13.4% 事後保全

上里健康スポーツセンター 10.8% 事後保全

北郷体育館 データなし 事後保全

昭和の森公園フィットネスセンター データなし 集約・複合化

篠ノ井村山健康スポーツセンター データなし 事後保全

（大規模体育館）

長野運動公園総合運動場総合体育館 81.6% （R9解体予定） 集約・複合化 旧耐震

南長野運動公園体育館 67.9% 長寿命化

真島総合スポーツアリーナ 57.1% 長寿命化

38年

34年

24年

38年

26年

33年

26年

27年

19年

36年

42年

39年

36年

42年

36年

39年

40年

24年

34年

30年

9年

27年

38年

32年

40年

35年

38年

80年

40年

6年

年間稼働率（R3年度） 建築年数（R4年度末時点） 40年 60年

44年

43年

40年

42年

41年



12◆ 【参考】社会体育館以外の稼働率と建築年数・残年数

建築年数 残年数 集約・複合化施設

施設名称 対策方針 備考

（勤労者関連施設）

中高年齢労働者福祉センター 74.6% 集約・複合化

中部勤労青少年ホーム 72.6% 事後保全

北部勤労青少年ホーム 63.1% （R6解体予定） 解体・譲渡等 旧耐震

南部勤労青少年ホーム 43.8% （R6解体予定） 解体・譲渡等 旧耐震

（公民館体育館）

朝陽公民館体育館 70.9% 集約・複合化 旧耐震

若穂公民館体育館 66.9% 集約・複合化 旧耐震

後町ホール（中部公民館分室） 63.0% 長寿命化

松代公民館体育館 57.4% 集約・複合化 旧耐震

大豆島公民館（多目的ホール） 56.3% 長寿命化

川中島公民館（多目的ホール） 55.6% 長寿命化

若槻公民館体育館 51.3% 単独建替え 旧耐震

浅川公民館分室体育館 42.4% 解体・譲渡等 旧耐震

更北公民館小島田分館（多目的室） 38.1% 解体・譲渡等 分館は廃止

の方針

篠ノ井交流センター西寺尾分館 31.8% 解体・譲渡等

小田切交流センター体育館 6.4% 長寿命化

稼働率50％

45年

18年

43年

9年

26年

51年

5年

　　52年

10年

52年

50年

60年 80年

38年

38年

51年

42年

年間稼働率（R3年度） 建築年数（R4年度末時点） 40年



13◆ 【参考】公民館分館・分室の稼働率と建築年数・残年数 その１

施設名称 面積（構造） 平均利用率
（H28～30）

対策方針 備考１ 備考２

コマ稼働率（各部屋×3区分）

中部公民館　分室　後町ホール 583㎡（S） 76.4% 長寿命化 対策後80年

朝陽公民館　分室 391㎡（S） 48.1% 解体・譲渡等

安茂里公民館　小市分室 288㎡（RC） 43.6% 解体・譲渡等

松代公民館　松代分館 297㎡（S） 35.1% 転用

川中島町公民館　中津分館 456㎡（S） 30.6% 解体・譲渡等 JA合築

更北公民館　稲里分館 600㎡（S） 26.9% 解体・譲渡等

篠ノ井交流センター　西寺尾分館　 645㎡（W） 23.9% 解体・譲渡等 2年超過（W造）

城山公民館　第二地区分館 806㎡（S） 22.6% 解体・譲渡等

更北公民館　小島田分館 366㎡（RC） 21.2% 解体・譲渡等

浅川公民館　分室 898㎡（W） 19.6% 解体・譲渡等 4年超過（W造）

松代公民館　　東条分館 481㎡（W） 19.0% 解体・譲渡等

川中島町公民館　川中島分館 348㎡（S） 15.6% 解体・譲渡等 JA合築

篠ノ井交流センター　信里分館 41㎡（RC） 15.4% 解体・譲渡等 JA合築

篠ノ井交流センター　共和分館 415㎡（S） 14.7% 解体・譲渡等

篠ノ井交流センター　川柳分館 475㎡（S） 14.2% 解体・譲渡等

篠ノ井交流センター　塩崎分館 483㎡（S） 13.3% 解体・譲渡等

若穂公民館　綿内分館 524㎡（S） 11.8% 解体・譲渡等 JA合築

川中島町公民館　御厨分館 386㎡（S） 11.5% 解体・譲渡等 JA合築

49年

40年

41年

33年

44年

34年

34年

48年

17年

40年

11年

22年

19年

31年

42年

24年

4年

建築年数（R4年度時点） 40年 60年 80年

44年

建築年数 残年数 集約・複合化施設



14◆ 【参考】公民館分館・分室の稼働率と建築年数・残年数 その２

施設名称 面積（構造） 平均利用率
（H28～30）

対策方針 備考１ 備考２

コマ稼働率（各部屋×3区分）

篠ノ井交流センター　東福寺分館 539㎡（S） 8.7% 解体・譲渡等 JA合築

更北公民館　真島分館 703㎡（S） 7.4% 解体・譲渡等

中部公民館　第五地区分館 396㎡（W） 7.2% 解体・譲渡等 5年経過（W造）

城山公民館　第一地区分館 479㎡（S） 6.5% 解体・譲渡等

松代公民館　西寺尾分館 340㎡（S） 6.4% 解体・譲渡等

鬼無里公民館　上里分館 215㎡（S） 5.7% 事後保全

松代公民館　豊栄分館 252㎡（S） 5.4% 解体・譲渡等 JA合築

若穂公民館　川田分館 362㎡（S） 4.7% 解体・譲渡等 JA合築

松代公民館　西条分室 66㎡（W） 4.6% 解体・譲渡等

松代公民館　西条分館 267㎡（S） 4.4% 解体・譲渡等 JA合築

松代公民館　寺尾分館 336㎡（S） 3.8% 解体・譲渡等

若穂公民館　保科分館 459㎡（RC） 3.4% 解体・譲渡等 JA合築

松代公民館　清野分館 269㎡（S） 2.7% 解体・譲渡等

鬼無里公民館　両京分館 214㎡（S） 2.0% 事後保全

信更公民館　高野分室 964㎡（S） 1.5% 解体・譲渡等 学校施設

32年

43年

43年

43年

43年

16年

40年

21年

33年

45年

41年

53年

40年

44年

建築年数（R4年度時点） 40年 60年 80年

43年

建築年数 残年数 集約・複合化施設
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①対象施設

②計画期間

◆すべての公共施設（建築物）を対象とします
※面積が小さいなど、将来負担の見込みが少ない施設などは対策等を省略

【参考】個別施設計画（建築物）の概要

◆令和３年度（2021年度）から令和12年度（2030年度）までの
10年間とします

◆１～５年目を前期、６年目以降を後期とします

前期 後期 期間内

〇〇施設 □□ 継続 長寿命化 ○

　*
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・としての機能を維持し、計画前期に予防保全工事を行う。

No. 施設名 地区 機能の方向性 建物の対策
実施時期

前期 後期 期間内

〇〇施設 □□ 継続 長寿命化 ○

　*
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・としての機能を維持し、計画前期に予防保全工事を行う。

No. 施設名 地区 機能の方向性 建物の対策
実施時期

◆表示イメージ

③個別施設の方針 （１）機能の方向性
継続、民営化、廃止、要検討の
いずれかを表示

（２）建物の対策
集約化・複合化、単独改築、長寿命化、
民間譲渡、事後保全、解体・譲渡等、
転用のいずれかを表示

（３）実施時期

対策の実施時期に〇印
事後保全の場合は空欄
期間内に実施しない場合
は「期間外」

対策の説明欄



16【参考】機能の方向性と建物の対策の関係

継 続

民営化

廃 止

要検討

集約化・複合化

長寿命化

単独改築

転 用

民間譲渡等

転 用

解体・譲渡等

複数の施設を集約化・複合化

長く使うために長寿命化改修

老朽化した建物をそのまま建替え

機能の方向性 建物の対策

機能移転後に建物を他の使い方に転用

事後保全

民営化のため建物を譲渡又は貸付

機能の方向性

他の用途で使用（必要な改修は実施）

解体、譲渡、貸付

補修しながら当面、維持

どれにも決められない

解体・譲渡等

事後保全 建替えや長寿命化のための改修工事等は
行わず、補修等を行いながら当面、維持

機能移転後に建物を解体、譲渡、貸付


